
平成 14年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 5月 24日

上   場   会   社   名       株式会社　ケンウッド 上場取引所 東 大

コード番号       6765 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 コーポレートコミュニケーション部長 東京都

　　　　　　  氏　　      名　　　　　　　　　　　　　　佐々木　勅夫 TEL (0426) 46 - 6724
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 24日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年  3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)経営成績

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 223,002 △ 2.9 △ 397 - △ 1,327 -

13年  3月期 229,713 △ 0.1 △ 5,210 - △ 5,091 -

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 △ 28,587 - △ 171.59 - - △ 0.9 △ 0.6

13年  3月期 △ 36,352 - △ 246.74 - △ 131.0 △ 3.1 △ 2.2

(注)①期中平均株式数 14年  3月期   166,600,243 株　　　13年  3月期   147,333,995 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 0.00 0.00 0.00 0 0.0 0.0

13年  3月期 0.00 0.00 0.00 0 0.0 0.0

（注）14年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 145,908 △ 12,024 △ 8.2 △ 65.37

13年  3月期 155,831 9,564 6.1 64.92

(注)①期末発行済株式数　14年  3月期    　183,940,346 株　13年  3月期    　147,333,995 株

 　 ②期末自己株式数　　14年  3月期         　43,649 株　  年   月期 　               株

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 95,000 900 700 0.00 － －

通　　期 175,000 3,800 3,800 － 0.00 0.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   22 円 81 銭 
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比 較 貸 借 対 照 表
（平成１４年３月３１日現在）

    (単位：百万円)

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

    (資産の部)

　流　動　資　産 89,677 57.5 92,229 63.2 2,551 2.8 

13,327 15,114 1,787 

1,222 1,065 △   157 

40,697 43,303 2,606 

0        － △     0 

10,549 9,076 △ 1,472 

5,913 3,788 △ 2,125 

4,046 2,217 △ 1,829 

980 983 2 

3,310 7,045 3,735 

7,269 8,219 950 

840        － △   840 

1,771 1,591 △   179 

△   250 △    177 73 

　固　定　資　産 66,154 42.5 53,589 36.7 △12,564 △19.0 

18,380 11.8 17,659 12.1 △   721 △ 3.9 

6,098 5,605 △   493 

139 122 △    17 

1,090 658 △   432 

4 2 △     1 

650 1,130 480 

10,371 9,996 △   375 

24 143 118 

6,006 3.9 8,421 5.8 2,415 40.2 

653 802 149 

5,239 7,510 2,270 

113 109 △     4 

41,766 26.8 27,508 18.8 △14,258 △34.1 

16,202 3,589 △12,612 

34,485 34,628 143 

2,557 1,982 △   575 

3,485 4,001 515 

△13,327 △15,093 △ 1,766 

△ 1,637 △ 1,600 37 

　繰　延　資　産        －    － 89 0.1 89    －

       － 89 89 

資　産　合　計 155,831 100.0 145,908 100.0 △ 9,923 △ 6.4 

原 材 料

製 品

貯 蔵 品

ソ フ ト ウ エ ア

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

工 業 所 有 権

新 株 発 行 費

貸 倒 引 当 金

関 係 会 社 投 資 損 失 引 当 金

投 資 等

子 会 社 株 式 及 び 出 資 金

そ の 他 の 投 資 等

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

長 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

仕 掛 品

未 収 入 金

そ の 他 の 流 動 資 産

投 資 有 価 証 券

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

科　　　目
増減

繰 延 税 金 資 産

当期前期

現 金 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

短 期 貸 付 金

自 己 株 式
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    (単位：百万円)

増減

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

(負債の部)

107,188 68.8 129,001 88.4 21,813 20.4 

8,670 8,167 △   502 

36,077 29,364 △ 6,712 

33,544 54,176 20,632 

10,337 12,688 2,350 

86 95 9 

2,842 1,477 △ 1,364 

1,037 2,196 1,159 

       － 10,000 10,000 

39,078 25.1 28,931 19.8 △10,146 △ 26.0 

5,000 5,000        －

29,026 16,639 △12,386 

2,287 2,283 △     4 

2,764 5,008 2,244 

負　債　合　計 146,266 93.9 157,933 108.2 11,666 8.0 

(資本の部)

22,382 14.4 25,937 17.8 3,555 15.9 

18,253 11.7 3,555 2.4 △14,698 △ 80.5 

18,144 11.6 3,555 2.4 △14,589 △ 80.4 

109 0.1        －    － △   109 △100.0 

3,159 2.0 3,153 2.2 △     6 △  0.2 

34,230 △22.0 44,558 △30.5 10,327 30.2 

34,230 44,558 10,327 

 (　36,352)  (　28,587)  (△ 7,765)

その他有価証券評価差額金        －    － △   107 △ 0.1 △   107    －

       －    － △     4 △ 0.0 △     4    －

資　本　合　計 9,564 6.1 △12,024 △8.2 △21,589    －

負債・資本合計 155,831 100.0 145,908 100.0 △ 9,923 △  6.4 

10,833 △ 3,758 

資 本 準 備 金

法 定 準 備 金

社 債

長 期 借 入 金

固 定 負 債

資 本 金

未 払 費 用

事 業 構 造 改 革 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

再 評 価 差 額 金

利 益 準 備 金

( う ち 当 期 純 損 失 )

自 己 株 式

流 動 負 債

当 期 未 処 理 損 失

欠 損 金

1 年 以 内 に 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

そ の 他 の 流 動 負 債

退 職 給 付 引 当 金

科　　　目
当期

未 払 法 人 税 等

前期

短 期 借 入 金

買 掛 金

未 払 金

支 払 手 形

14,592 
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比 較 損 益 計 算 書
        (単位：百万円)

前期 当期

科        目 (12.4.1～13.3.31) (13.4.1～14.3.31)

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

(経常損益の部)

229,713 100.0 223,002 100.0 △ 6,710 △ 2.9 

199,823 87.0 192,533 86.3 △ 7,290 △ 3.6 

35,100 15.3 30,867 13.8 △ 4,233 △12.1 

5,210 △ 2.3 397 △ 0.1 △ 4,812 △92.4 

842 1,037 194 

2,120 2,256 136 

2,962 1.3 3,293 1.4 330 11.1 

1,583 1,986 403 

1,261 2,236 975 

2,844 1.2 4,223 1.9 1,378 48.5 

5,091 △ 2.2 1,327 △ 0.6 △ 3,764 △73.9 

(特別損益の部)

15 110 95 

496 1,184 688 

        － 791 791 

993         － △   993 

1,505 0.7 2,085 0.9 580 38.5 

13,348 1,766 △11,582 

1,649         － △ 1,649 

224 63 △   161 

936 4,997 4,061 

2,741 7,849 5,108 

495 112 △   382 

1,418 1,185 △   232 

941         － △   941 

6,635         － △ 6,635 

        － 114 114 

        － 483 483 

        － 755 755 

        － 1,055 1,055 

        － 10,000 10,000 

28,391 12.4 28,383 12.7 △     8 △ 0.0 

31,978 △13.9 27,624 △12.4 △ 4,353 △13.6 

116 0.1 126 0.1 10 8.6 

4,257 1.8 835 0.3 △ 3,422 △80.4 

36,352 △15.8 28,587 △12.8 △ 7,765 △21.4 

2,121 △15,970 △18,092 

34,230 44,558 10,327 

製 造 中 止 に 伴 う 補 償 費 用

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 廃 棄 損 ・ 売 却 損

投資有価証券評価損 ・売 却損

棚 卸 資 産 臨 時 廃 棄 損

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

事 業 構 造 改 革 引 当 金 繰 入 額

営業損益の部

支 払 利 息

営 業 収 益

営 業 費 用

売 上 高

　　　小　　　　　計

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 損 失

営業外損益の部

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

営 業 外 費 用

回 線 営 業 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

経 常 損 失

当 期 未 処 理 損 失

　　　小　　　　　計

投 資 有 価 証 券 売 却 益

債 務 買 戻 益

従 業 員 臨 時 退 職 金

ゴルフ会員権評価損 ・売 却損

特 別 損 失

当 期 純 損 失

前期繰越利益又は繰越損失（△）

過 年 度 特 許 料

増減

事 業 整 理 損

生 命 保 険 解 約 損

リ ー ス 解 約 損

　　　小　　　　　計

そ の 他 の 営 業 外 費 用

　　　小　　　　　計

関係会社投資損失引当金繰入額

特 別 利 益

役 員 退 職 慰 労 金
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損失処理案

（単位：円）

前 期 (12.4.1～13.3.31) 当 期 (13.4.1～14.3.31)

科 目 金 額 科 目 金 額

当 期 未 処 理 損 失 34,230,493,005 当 期 未 処 理 損 失 44,558,130,785

これを次のとおり処理いたします。 これを次のとおり処理いたします。

利 益 準 備 金 取 崩 額 109,400,000

資 本 準 備 金 取 崩 額 18,144,060,590

次 期 繰 越 損 失 15,977,032,415 次 期 繰 越 損 失 44,558,130,785



－25－

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式、関連会社株式については移動平均法に基づく原価法、その他有価証券のうち時価があるも

のについては、当期末前1ヶ月間の平均市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によっている）、その他有価証券のうち時価のないものについては、移

動平均法による原価法によっている。

２．デリバティブ

原則として時価法によっている。

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品及び仕掛品は総平均法に基づく原価法、原材料は移動平均法に基づく原価法、貯蔵品については最

終仕入原価法によっている。

４．固定資産の減価償却方法

(1)有形固定資産

定率法

なお主な耐用年数は以下のとおりである。

建物 8 ～ 50 年

構築物 3 ～ 60 年

機械装置 5 ～ 11 年

(2)無形固定資産

自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法、製品組み込みソ

フトウエアについては製品の特性に応じ、見込販売数量または見込販売期間(1年から5年)に基づく方

法、それ以外の無形固定資産については定額法

５．繰延資産の処理方法

新株発行費は、商法の規定に基づく期間（3年）で均等償却している。

６．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上している。

(2)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期

末において発生していると認められる額を計上している。

なお、会計基準変更時差異(14,054百万円)については、15年による按分額を費用処理している。

数理計算上の差異は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額

法で按分した額を発生の翌期から費用処理している。



－26－

(3)関係会社投資損失引当金

関係会社投資損失引当金は、関係会社の投資損失に備えるため関係会社の財政状態等を勘案し、必要

額を計上している。

(4)事業構造改革引当金

平成14年5月24日に公表した当社の「株式会社ケンウッド再建計画」による事業構造改革に伴い発生す

る資産の廃棄損失および人員削減による損失等の見込額を計上している。

なお、この引当金は商法第287条の2に規定する引当金である。

７．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務(為替予約の振当処理したものを除く)は、期末日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理している。

８．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については通

常の賃貸借取引に準じた会計処理によっている。

９．ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

為替予約取引については繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約が振当処理の要件を満たして

いる場合は振当処理を行っている。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・為替予約取引

ヘッジ対象・・・外貨建債権債務及び外貨建予定取引

(3)ヘッジ方針

輸出入取引により生ずる外貨建債権債務及び将来の外貨建取引に係る為替変動リスクを最小限にとど

め、適切な利益管理を行う目的から先物為替予約を行い、為替変動リスクをヘッジしている。

取引は外貨建取引額の範囲内で行い、同一通貨で輸出入取引を行っている場合には差額に対して予約

を行っている。

10．消費税等の会計処理

税抜方式によっている。

（追加情報）

１．期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理している。なお、当期末日が金融機関休日

のため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれている。

受取手形 81百万円

支払手形 2,985百万円

その他流動負債 41百万円

（設備支払手形）
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２．金融商品会計

当会計年度からその他有価証券のうち時価のあるものの評価方法について、金融商品に係る会計基準

（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成11年 1月22日））を適用して

いる。この結果、その他有価証券評価差額金△107百万円が計上されている。

３．自己株式

「株式会社の貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書に関する規則」の改定により、前期

において流動資産に表示していた自己株式（前期末残高 0百万円）は、当期末においては資本に対す

る控除項目として資本の部の末尾に記載している。

（その他重要な事項）

当社は、平成13年9月30日現在の中間連結貸借対照表上、債務超過状態となったことを踏まえ、収益

構造の改善を図り早期に債務超過の解消をするために、不採算事業からの撤退を含む抜本的な再建計画

を策定し、平成14年5月24日に公表した。当該再建計画に基づく構造改革の実施の過程で、資産の一時

的廃棄や人員削減等による多額の損失発生が見込まれるため、当期において事業構造改革引当金を

10,000百万円計上している。なお、実際の損失額については、事業構造改革の進展状況により変動する

可能性がある。

また、当該再建計画に基づき事業構造改革を進めるためには、追加的な資金調達等が必要となるため、

関係金融機関との間で交渉中である。

当該再建計画に基づく事業構造改革を着実に実施し早期に債務超過を解消することが、当社の企業継

続に必要不可欠である。

（注記事項）

貸借対照表関係 前 期 当 期

（１）有形固定資産の減価償却累計額 18,751 百万円 16,218 百万円

（２）子会社に対する金銭債権及び債務

短 期 金 銭 債 権 21,919 31,282

長 期 金 銭 債 権 2,858 2,694

短 期 金 銭 債 務 17,928 15,043

（３）担 保 に 供 し て い る 資 産

売 掛 金 － 324

（４）保 証 債 務 残 高 34,732 21,737

（５）保 証 予 約 残 高 11,741 2,069

（６）自 己 株 式 数 1,754 株 43,649 株
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（７）土 地 の 再 評 価

土地の再評価に関する法律(平成10年3月31日公布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を行い、

再評価差額金3,153百万円、再評価に係る繰延税金負債2,283百万円を計上している。

再評価を行った年月日 平成12年3月31日

当該事業用土地の再評価前の帳簿価額 4,559百万円

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 9,996百万円

同法律第3条第3項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布政令第119号)第2条第1号に定める

「当該事業用土地の近隣の地価公示法第6条に規定する標準地について同条の規定により公

示された価格に合理的な調整を行って算定する方法」によっている。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用

土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 1,197百万円

損益計算書関係 前 期 当 期

（１）子 会 社 に 対 す る 売 上 高 103,864 百万円 107,826百万円

（２）子 会 社 か ら の 仕 入 高 99,462 98,342

（３）子会社に対する外注加工費等支払高 23,571 22,527

（４）子会社との営業取引以外の取引高 2,778 1,980
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役員の異動 

 （平成１４年６月２７日付予定） 

 

１．代表取締役の異動 

（１）異動の理由 

 今期業績に鑑み、経営体制を刷新し、抜本的な構造改革を行う所存であります。 

 つきましては、取締役社長（代表取締役）を交代し、新たな組織の構築を迅速に進め、 

全社一丸となって抜本再建計画の推進に努める次第であります。 

 

（２）退任予定 代表取締役の氏名および略歴 

   第７３回定時株主総会終結の時をもって、任期満了により退任を予定いたします。 

氏 名    中 野  宏 （なかの ひろし） 

                 出 身 地    長  野 県 

         生 年 月 日  昭和２２年７月６日（５４歳） 

            略 歴  昭和４６年３月   当社入社 

                               平成１０年４月  当社国際営業本部長 

                               平成１０年６月  当社取締役 

                              平成１２年４月  当社社長室長 

                              平成１３年４月   当社取締役社長（現任） 

                         当社代表取締役社長（現任） 

 

 

２．役員人事について 

（１）新任取締役候補者 

当社は本年 6 月下旬開催予定の第７３回定時株主総会において、下記の３名を取締役候補者と

することを決議いたしました。 

 

氏 名    河 原 春 郎 （かわはら はるお） 

        （取締役社長就任予定） 

                 出 身 地    神 奈 川 県 

         生 年 月 日  昭和１４年３月９日（６３歳） 

最 終 学 歴  昭和３６年３月   東京大学工学部卒業 

            略 歴  平成  ８年６月   東芝 取締役 総合企画部長委嘱 

 平成 ９年６月  東芝 常務取締役 

                               平成１２年７月  東芝 顧問（現任） 

       



－30－ 

氏 名    湯 沢 恒 夫 （ゆざわ つねお） 

                 出 身 地    長 野 県 

生 年 月 日  昭和１５年３月２８日（６２歳） 

最 終 学 歴  昭和３７年３月  学習院大学政経学部卒業 

              略 歴  平成 ５年 12 月  協和銀行（現あさひ銀行） 

                          取締役融資第三部本部支配人 

 平成 ６年６月  協和銀行（現あさひ銀行） 常務取締役 

                               平成 ８年６月  あさひ銀総合システム（株）専務取締役 

 平成１２年６月  あさひ銀総合システム（株） 

                   代表取締役副社長 

                               平成１３年 11 月  当社 顧問（現任） 

 

氏 名    瀬 尾 信 雄 （せお のぶお） 

                 出 身 地    東 京 都 

生 年 月 日  昭和 ６年３月２１日（７１歳） 

最 終 学 歴  昭和２９年３月  東京大学法学部卒業 

              略 歴  昭和３１年３月   通商産業省事務官 

 昭和３８年４月  第二東京弁護士会弁護士登録 

                               昭和４３年１月  共立薬科大学講師 

 昭和４５年９月  共立薬科大学理事（現任） 

                               昭和４９年 10 月  東京地方裁判所所属民事調停委員（現任） 

                 昭和５９年から昭和６１年まで 最高裁判所附属司法研修所教官 

                 平成１２年４月  東京医科歯科大学講師（現任） 

（なお、取締役候補者 瀬尾 信雄氏については、非常勤の取締役とする予定であります。） 

 

 

（２）退任予定取締役 

以下の取締役１０名は、第７３回定時株主総会終結の時をもって、任期満了により退任を予定

いたします。 

常務取締役  山田 和之  

取 締 役  安部 恒夫  

取 締 役  北澤 雅夫  

取 締 役  並木 康信  

取 締 役  金子 正和  

取 締 役  糟谷 治男  

取 締 役  加藤 定晴  

取 締 役  大西  仁  

取 締 役  田村 守行  

取 締 役  天野  茂  
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（３）退任予定監査役 

    以下の監査役は、第７３回定時株主総会終結の時をもって、辞任により退任を予定いたします。 

 

      非常勤監査役 遠藤 喬介 

 

 

以 上 


